
２月２日（月） ○地方分権改革有識者会議・提案募集検討専門部会 合同会議（令和８年提案募集の方針決定）

４月21日（火） ○提案受付終了
○追加共同提案の意向・支障事例、類似の支障を有する他制度等の照会（３週間程度）

６月３日（水） ○地方分権改革有識者会議・提案募集検討専門部会 合同会議（重点事項の決定）

○関係府省庁への検討要請（有識者会議後～６月16日（火））

６月18日（木） ○提案団体・地方六団体への意見照会（～７月17日（金））

７月２日（木）、３日（金）、８日（水）、10日（金）

○関係府省庁からの第１次ヒアリング

８月３日（月） ○地方三団体からのヒアリング
８月５日（水） ○地方分権改革有識者会議・提案募集検討専門部会 合同会議

（関係府省庁からの第１次回答・専門部会におけるヒアリング状況等の報告）

○関係府省庁への再検討要請（有識者会議後～８月下旬）

９月14日（月）、15日（火）、16日（水）、17日（木）

○関係府省庁からの第２次ヒアリング

10月30日（金） ○関係府省庁からの第３次ヒアリング

10月～11月上旬 ○関係府省庁折衝

11月13日（金） ○地方分権改革有識者会議・提案募集検討専門部会 合同会議 (対応方針案の了承)

12月中下旬 ○地方分権改革推進本部・閣議（対応方針の決定）
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提案募集検討専⾨部会における検討状況

第187～190回専門部会（関係府省庁からの第１次ヒアリング）

・提案に対する第１次回答を踏まえ、関係府省庁から21項目の重点事項についてヒアリングを実施

第191回専門部会（地方三団体からのヒアリング）

・提案に対する第１次回答等への意見について、全国知事会、全国市長会及び全国町村会から
ヒアリングを実施

・重点事項や、重点募集テーマ「事務処理方法の見直し」、「デジタル化」、「地域におけるサービスの維持・向上
等」に該当する提案をはじめ、本年の提案の実現に向けた取組を求める意見等が示された

第193～196・197回専門部会（関係府省庁からの第２・３次ヒアリング）

・提案に対する第２次回答を踏まえ、関係府省庁から18項目の重点事項について第２次ヒアリングを実施
・第２次ヒアリングの結果を踏まえ、厚生労働省から、重点番号36「社会保険が同月得喪となった場合の健康
保険料の算定方法の見直し」について第３次ヒアリングを実施
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第１次ヒアリング及び地方三団体ヒアリングの結果を踏まえ、
提案について再検討を行うよう、内閣府から関係府省庁に対し要請する際に、
部会としての考え方・論点を「再検討の視点」として取りまとめ、関係府省庁に提示


